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統計表の編成と基礎資料

この分野は、銀行など預貯金･貸出金を取り扱う各種金融機関に関する統計表、中小企業に対する信用保証を主な業務とする名古屋市信用保証協会に関する統計表、名古屋手形交換所における手形交換に関する統計表、名古屋証券取引所における株式売買に関する統計表から編成されている。
基礎資料は、『名古屋市統計書』、『名古屋市統計年鑑』及び『大正昭和名古屋市史』のほか、『名古屋証券取引所三十年史』、『名古屋市信用保証協会四十年史』などである。この分野の統計データは、主にこれらの金融機関などの業務統計によっている。
なお質屋のうち、公益質屋に関する統計表は｢2-1福祉｣の分野に掲載されている。
主に預貯金･貸出金を扱う金融機関の沿革

第二次大戦前においては、銀行は、主に特殊銀行(各条例、法律により設立)、普通銀行(銀行条例、銀行法などに基づき設立、商業金融を主に担当)、貯蓄銀行(貯蓄銀行条例、貯蓄銀行法により設立、庶民貯蓄を主に担当)の3種類に大別されていた。本市には、特殊銀行としては、愛知県農工銀行(明治31年に設立された尾三農工銀行が改称された)の本店があり、日本銀行(明治30年)、横浜正金銀行(大正10年)、日本興業銀行(昭和3年)、日本勧業銀行(昭和11年)の各支店があった。普通銀行としては、明治9年に三井銀行の支店が開設され、つづいて明治10年には国立銀行条例に基づく第十一国立銀行が本市に設立された。貯蓄銀行としては、明治26年に伊藤貯蓄銀行が設立されている。このような創成期を経て本市の金融市場は、明治末期から発展期を迎えた。銀行以外の金融機関としては、本市には、信託会社(信託業法に基づき設立)や手形仲買業があり、また、庶民金融を扱う金融機関として、質屋、無尽会社、信用組合、郵便貯金、中央金庫などがあった。また昭和2年に制定された公益質屋法に基づき、当時の4区に各1か所の公益質屋が設置された。
日本の金融制度は、第二次大戦前から戦後にかけて大きな変化があった。まず貯蓄銀行は合併したり、普通銀行に転換したりしてなくなった。無尽会社は、相互銀行法に基づく相互銀行になった(このため無尽会社と相互銀行の統計表は、同じページに収録した)。なお平成元年2月に、全国の相互銀行のうち52行が普通銀行に転換した。また信託会社は、戦後、銀行法に基づく信託銀行になった。さらに戦後には、住宅金融公庫、農林中央金庫、商工組合中央金庫など多くの政府系金融機関や労働金庫などが設立された。また農業協同組合も金融業務を取り扱っている。この結果、戦後においては、預貯金･貸出金を取扱う金融機関は、全国銀行、相互銀行、その他の各種金融機関に区分されることが多い。うち全国銀行は、全国銀行協会加盟銀行であるが、都市銀行、地方銀行、信託銀行、長期信用銀行をさす。本市には現在多くの金融機関が立地し、愛知県ばかりでなく東海地方全体の金融機能の中核として、重要な役割を果たしている。
名古屋市信用保証協会の沿革

名古屋市信用保証協会は、中小企業振興対策の一環として名古屋市により昭和23年に社団法人として発足したが、29年に信用保証協会法に基づく特殊法人となった。中小企業者などが金融機関から融資を受ける場合に、その貸付に対して信用の保証を行うことなどを業務としている。
名古屋手形交換所･名古屋証券取引所の沿革

名古屋手形交換所は、明治35年9月に当時の名古屋組合銀行によって設置された。現在では、名古屋銀行協会の名古屋手形交換所で手形の交換業務がなされている。
名古屋証券取引所は、明治19年に名古屋株式取引所として発足したが22年に解散し、改めて明治26年に株式会社名古屋株式取引所として発足した。戦後、昭和24年に証券取引法に基づく名古屋証券取引所となり、現在に至っている。
